
京 都 大 学 資 金 運 用 管 理 委 員 会 要 項 及 び 国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 予 算 規 則 新 旧 対 照 表 
改    正    前 改    正    後 

京都大学資金運用管理委員会要項 

（令和４年３月１６日総長裁定） 

 
第１条 京都大学（以下「本学」という。）に、

国立大学法人法（平成１５年法律第１０２号）

第３４条の３第２項各号の方法による業務上

の余裕金の運用に関し必要な事項を審議する

ため、資金運用管理委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 
（後 略） 

 
 
 
 
 

国立大学法人京都大学予算規則 

（平成１６年４月１日総長裁定） 

 
（前 略） 
（決算報告書の作成） 

第１３条 総長は、会計規程第１５条に基づき報

告された執行結果を基に、法人法第３５条にお

いて準用する独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号）第３８条第２項に定める決算

報告書を作成する。 
２ （略） 

（後 略） 

 
 
 
第１条 京都大学（以下「本学」という。）に、

国立大学法人法（平成１５年法律第１０２号）

第３３条の５第２項各号の方法による業務上

の余裕金の運用に関し必要な事項を審議する

ため、資金運用管理委員会（以下「委員会」と

いう。）を置く。 
 

附 則（令和６年７月総長裁定） 
この要項は、令和６年７月１９日から施行し、

令和６年４月１日から適用する。 
 
 
 
 
 
 
（決算報告書の作成） 

第１３条 総長は、会計規程第１５条に基づき報

告された執行結果を基に、法人法第３５条の２

において準用する独立行政法人通則法（平成１１

年法律第１０３号）第３８条第２項に定める決

算報告書を作成する。 
２ （同 左） 
 

附 則（令和６年７月総長裁定） 
この要項は、令和６年７月１９日から施行し、

令和６年４月１日から適用する。 
 

 


